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日本工学アカデミーの基本理念、使命及び基本方針

　日本工学アカデミーは、21世紀において持続可能な発展をする社会の実現に向けた貢献をす
るため、その役割と活動に関する基本理念、使命、そして基本方針を以下の通り定める。

（１） 基本理念
　　 日本工学アカデミーは、「未来社会を工学する」（Engineer the Future）というスローガン

を設定し、人類の安寧とより良き生存に貢献する姿勢を内外に示してきた。この姿勢は、
未来社会をデザインし、科学と技術開発の成果を社会に実装し、その結果を評価して、次
のデザインにつなげるという循環モデルを内包する。これは、2016年に国際工学アカデミー
連合（CAETS）が、“Engineering a Better World”をスローガンと決めたことや、SDGs
における中心テーマである“STI（科学技術イノベーション）for SDGs”と軌を一にする。
ここでは、視座を経済利益の優先から人間を中心に据え直す点で共通している。このよう
な点を踏まえ、「人類の安寧とより良き生存のために、未来社会を工学する」という従来の
考えを、基本理念として再確認する。

（２） 使命
　　 公益社団法人日本工学アカデミーは、広く大学、産業界及び国の機関等において、工学及

び科学技術、並びにこれらと密接に関連する分野に関し顕著な貢献をなし、広範な識見を
有する指導的人材によって構成し、人類の安寧とより良き生存に向けて、工学及び科学技
術全般の進歩及びこれらと人間及び社会との関係の維持向上を図り、我が国ひいては世界
の持続的発展に資することを使命とする。

（３） 基本方針
　　①専門家集団としての政策提言活動を積極的に推進する。
　　②海外関係機関との連携・交流活動を強める。
　　③次世代の指導的人材を育成する。
　　④人びとの科学技術活用能力の向上を支援する。
　　⑤以上のために、あらゆる壁を越えた共創を拡大する。

2017年11月22日　理事会より抜粋
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1 日本電気株式会社
2 住友電気工業株式会社
3 富士通株式会社
4 鹿島建設株式会社
5 大成建設株式会社
6 トヨタ自動車株式会社
7 ソニー株式会社
8 株式会社日立製作所
9 三菱重工業株式会社
10 三菱電機株式会社
11 日本電信電話株式会社
12 株式会社東芝
13 三菱マテリアル株式会社
14 株式会社エヌ･ティ ･ティ ･データ
15 株式会社エヌ･ティ ･ティ ･ドコモ
16 日産自動車株式会社
17 一般財団法人新技術振興渡辺記念会
18 東京電力ホールディングス株式会社
19 株式会社神戸製鋼所
20 東レ株式会社
21 国立研究開発法人科学技術振興機構
22 株式会社三菱総合研究所

23 株式会社ＩＨＩ
24 アイシン精機株式会社
25 ＫＤＤＩ株式会社
26 株式会社島津製作所
27 株式会社建設技術研究所
28 日本工営株式会社
29 住友化学株式会社
30 日本電子株式会社
31 パナソニック株式会社
32 株式会社日立ハイテクノロジーズ
33 ファナック株式会社
34 国立研究開発法人海洋研究開発機構
35 株式会社カネカ
36 株式会社堀場製作所
37 味の素株式会社
38 JXTGエネルギー株式会社
39 高砂熱学工業株式会社
40 東京エレクトロン株式会社
41 富士フイルム株式会社
42 三井化学株式会社
43 横河電機株式会社

賛助会員

（入会順）



2018年６月６日現在

 理事・会　長 阿部　博之 （公社）日本工学アカデミー　会長
 理事・副会長（会長代理） 中村　道治 国立研究開発法人科学技術振興機構　顧問
 理事・上級副会長 小泉　英明 （株）日立製作所　名誉フェロー
 理事・副会長 嘉門　雅史 京都大学　名誉教授
 理事・副会長 中西　友子 東京大学大学院農学生命科学研究科　特任教授
 専務理事 永野　　博 国立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略センター　特任フェロー
 常務理事 長井　　寿 特定国立研究開発法人物質･材料研究機構構造材料研究拠点　特命研究員
 常務理事 大江田　憲治 （公社）日本工学アカデミー　常務理事
 理　事 有川　節夫 放送大学学園　理事長
 理　事 石塚　　勝 富山県立大学　学長
 理　事 王　　碩玉 高知工科大学システム工学群（ロボット工学専攻）　教授
 理　事 太田　光一 豊田合成（株）　特任顧問
 理　事 岡田　益男 東北大学未来科学技術共同研究センター　客員教授
 理　事 小野寺　正 ＫＤＤＩ（株）　取締役相談役
 理　事 北村　隆行 京都大学大学院工学研究科　教授
 理　事 久間　和生 国立研究開発法人農業･食品産業技術総合研究機構　理事長
 理　事 小堀　洋美 東京都市大学　特別教授
 理　事 佐伯　　浩 （一社）寒地港湾技術研究センター　代表理事会長
 理　事 坂田　東一 （一財）日本宇宙フォーラム　理事長
 理　事 高松　　洋 九州大学大学院　工学研究院長･　教授
 理　事 田中　敏宏 大阪大学大学院　工学研究科長･　工学部長･教授
 理　事 辻　　篤子 名古屋大学　特任教授
 理　事 辻　　佳子 東京大学環境安全研究センター　教授
 理　事 中島　義和 東京医科歯科大学生体材料工学研究所　教授
 理　事 橋本　正洋 東京工業大学環境･社会理工学院イノベーション科学系　教授
 理　事 馬場　直志 北海道大学　名誉教授
 理　事 林　　秀樹 国立研究開発法人新エネルギー ･産業技術総合開発機構 

技術戦略研究センター　フェロー
 理　事 原山　優子 東北大学　名誉教授
 理　事 日野　伸一 大分工業高等専門学校　校長
 理　事 宮城　光信 宮城学院　理事長
 理　事 村上　秀之 特定国立研究開発法人物質･材料研究機構構造材料研究拠点　上席研究員
  以上　理事　31名
  
 監　事 谷口　　功 （独）国立高等専門学校機構　理事長
 監　事 日野　光兀 東北大学　名誉教授
  以上　監事　2名
  
 最高顧問 西澤　潤一 吉川　弘之 
 名誉会長 小宮山　宏 
 顧　問 青山　博之　　飯塚　幸三　　伊東　　誼　　梶山　千里　　神山　新一
  國武　豊喜　　種市　　健　　柘植　綾夫　　堀　　幸夫　　松尾　友矩
  御園生　誠　　三井　恒夫 
  以上

2018年度 役員名簿
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【事業活動収入】
　2018年度は、会費収入の増加及び国際会議経
費を見込み70,940千円とした。

【事業活動支出】
　2018年度は、プロジェクト経費、各種委員会、
支部活動費及び国際活動費として71,620千円を
見込んでいる。

【収支差額】
　これらにより事業活動収支差額は679千円の
赤字となるが、前年度決算が19,318千円であっ
たことから大幅な改善となっている。

【次期繰越収支差額】
　次期繰越収支差額は34,796千円になり、当面
の活動に必要な繰越金は確保できている。

2018年度 収支予算

【基本方針】
　2018年度は、原則として2017年度の実績を
ベースに予算枠を設定した。予算の執行段階で

の様々な状況の変化に対しては、予備費の活用
と必要に応じて理事会で対応する。

（単位：千円）
（A）2018年度予算（B）2017年度決算 （B）−（A）差額

事業活動収入 70,940 72,528 1,589
事業活動支出 71,620 53,210 △ 18,410
事業活動収支差額 △ 679 19,318 18,639
投資活動収支差額 △ 943 △ 943 0
予備費支出 1,000 0 △ 1,000
当期収支差額 △ 2,623 18,375 15,752
次期繰越収支差額 34,796 37,419 2,623
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　わが国の工学及び技術の基盤の確立と拡大強化を図り、先見性、創造性豊かな工学及び技術の創出を推進
することは、わが国の発展の為ばかりでなく、世界人類の将来にとっても極めて重要である。従来わが国は
応用技術、生産技術の面で革新的な展開を行うことにより、経済大国と呼ばれるまで成長したが、その後さ
らに創造性豊かな工学及び科学技術の推進や、これまで貢献の少なかった基礎研究の面における指導的役割
も期待されるようになった。
　1987年、大学・官公庁・民間において、工学の研究、技術開発、産業の振興等に顕著に貢献した優れた見
識を持つ指導的立場の人々が上記の様な問題意識の下に、その学問分野や産業グループを越えて相集い、日
本工学アカデミーを任意団体として設立した。その目的は必要に応じて独自の提言を行うことにより、わが
国の科学技術全体の発展に寄与し、さらに諸外国のアカデミーとの交流を通して国際協力を推進することで
あった。
　その後10年間にわたり、この日本工学アカデミーは委員会・専門部会等を編成して関連する問題について
調査審議を行うと共に時宜に適った提言等を実施してきた。又、国際的に関心のある問題について、世界的
権威者を招請して、国際シンポジウムを開催してきた。1990年には、海外各国の同種団体の連合体である国
際工学アカデミー連合（International Council of Academies of Engineering and Technological Sciences―
CAETS）へ加入を認められ、その活動に積極的に参加し国際交流を図ってきた。その結果、わが国の工学技
術分野を代表する組織として、国際工学アカデミー連合加入の各国から高く評価される様になってきている。
　この時期に当たり、日本工学アカデミーを任意団体から改組し社団法人とすることにより、一層その活動
を推進したいと考えるに到った。その理由は、1．国際協力の活発化　2．国内活動の強化　3．普及啓発
活動の推進　の三つである。

1．国際協力の活発化
　国際工学アカデミー連合（CAETS）のみならず、広く海外の各国、特にアジア各国でも、工学アカデミ 
ーの設立の気運があり、これらとの相互連携においても、日本工学アカデミーの立場が強化されることが望ま
しい。国際的にも日本工学アカデミーの活動が評価されるに伴い、これらの活動を円滑にする為、その活動 
の社会的な認知及び公共性を明確な立場として捉えることがより効率的と判断される様になって来ている。

2．国内活動の強化
　一昨年11月には、各省庁の枠を越えた議員立法によって科学技術基本法が成立し、内閣総理大臣の諮問を
受けて、科学技術会議で策定された科学技術基本計画は昨年７月2日付で閣議決定された。政府は科学技術
創造立国を基本政策とし、科学技術振興の為の種々の新施策も一部実行に移されつつあるが、科学技術基本
法の基本的考え方は、日本工学アカデミーの設立の趣旨と全く合致する。日本工学アカデミーは、これら諸
施策の最適な計画と実行を図る為に、関係者の利害を超越して、国益のための積極的な提言活動等を強化する。

3．普及啓発活動の推進
　最近の社会状況として、青少年の理工学離れに警鐘が鳴らされており、青少年や一般国民に対して、科学
技術とその経済社会への寄与について、その重要性を周知啓発する必要がある。この様な背景の下に日本工
学アカデミーは、国内外で公式に認知された団体として所期の目的を更に拡大して、普及活動も含めた公益
活動を効率よく、効果的に実行する。

　以上の趣旨により、任意団体である日本工学アカデミーを発展的に改組し、社団法人日本工学アカデミー
を設立しようとするものである。
 以上

1997年４月23日

社団法人日本工学アカデミー設立趣意書
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